
流　　動　　資　　産 1,276,827,566 流　　動　　負　　債 129,249,637

現 金 預 金 1,138,550,165 27,999,784

売 掛 金 439,804 6,024,888

商 品 32,492,250 20,954,720

貯 蔵 品 329,000 33,304,000

未 収 入 金 99,103,168 2,484,600

繰 延 税 金 資 産 5,913,179 26,725,006

1,778,545

9,978,094

固　　定　　資　　産 2,332,994,280 固　　定　　負　　債 993,303,754

（ 有形固定資産） （ 2,262,626,345 ） 715,387,000

建 物 1,871,210,892 20,057,720

建 物 附 属 設 備 268,878,086 207,859,034

構 築 物 913,420 50,000,000

機 械 装 置 2,174,023 1,122,553,391

工 具 器 具 備 品 119,449,924

（ 無形固定資産） （ 2,386,615 ）株　　主　　資　　本　　 2,482,733,524

ソ フ ト ウ ェ ア 1,529,815 1,000,000,000

電 話 加 入 権 856,800 1,482,733,524

（ 投資その他の資産） （ 67,981,320 ） 1,482,733,524

投 資 有 価 証 券 9,390,150 別 途 積 立 金 1,320,000,000

繰 延 税 金 資 産 58,591,170 固定資産圧縮積立金 7,386,279

繰越利益剰余金 155,347,245

評価 ・ 換算差額等 4,534,931

4,534,931

2,487,268,455

3,609,821,846 3,609,821,846

金　　　　額

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

（単位：円）

資 本 金

貸借対照表
平成３０年３月３１日現在

買 掛 金

資　　　　産　　　　の　　　　部 負　　　　債　　　　の　　　　部

金　　　　額

1

資　産　の　部　合　計 負債・純資産の部合計

敷 金

長 期 借 入 金

その他利益剰余金

純 資 産 の 部 合 計

退職給付引当金

未 払 費 用

科　　　　目

預 り 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

科　　　　目

前 受 収 益

利 益 剰 余 金

修 繕 引 当 金

負　債　の　部　合　計

純　　資　　産　　の　　部

賞 与 引 当 金



1,116,307,282

385,752,656

730,554,626

588,249,321

142,305,305

2,325,361

109,000

85,470

2,130,891

254,212

254,212

144,376,454

383,000

383,000

144,759,454

49,113,679

△ 4,023,003 45,090,676

99,668,778

損益計算書

受 取 利 息

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

金　　　　　　　　　額

営 業 外 収 益

自　平成２９年４月１日　　　　至　平成３０年３月３１日

売 上 総 利 益

科　　　　　　　　　目

（単位：円）

2

受 取 配 当 金

特 別 利 益

営 業 外 費 用

法 人 税 等 調 整 額

雑 収 入

営 業 利 益

経 常 利 益

税引前当期純利益

補 助 金

当 期 純 利 益

雑 損 失

法人税、住民税及び事業税



自　平成２９年４月１日　   至　平成３０年３月３１日

（単位：円）

当期首残高 1,000,000,000 1,220,000,000 9,499,800 153,564,946

当期変動額

　　固定資産圧縮
 　 積立金の積立

　　固定資産圧縮
　　積立金の取崩

△ 2,113,521 2,113,521

  　別途積立金
　　　　　　の積立

100,000,000 △ 100,000,000

　　当期純利益 99,668,778

　　株主資本以外
　　の項目の当期
　　変動額（純額）

当期変動額合計          - 100,000,000 △ 2,113,521 1,782,299

当期末残高 1,000,000,000 1,320,000,000 7,386,279 155,347,245

評価・換算差額等

利益剰余金

当期首残高 1,383,064,746 2,383,064,746 4,213,610 2,387,278,356

当期変動額

　　固定資産圧縮
  　積立金の積立

　　固定資産圧縮
　　積立金の取崩

         -          -       -

  　別途積立金
　　　　　　の積立

         -          -       -

　　当期純利益 99,668,778 99,668,778 99,668,778

　　株主資本以外
　　の項目の当期
　　変動額（純額）

321,321 321,321

当期変動額合計 99,668,778 99,668,778 321,321 99,990,099

当期末残高 1,482,733,524 2,482,733,524 4,534,931 2,487,268,455

3

株主資本等変動計算書

株  主  資  本

資 本 金

利  益  剰  余  金

その他利益剰余金

別途積立金 固定資産圧縮積立金 繰越利益剰余金

株　主　資　本

純資産
合　　計株主資本

合      計
その他有価証券
評 価 差 額 金利益剰余金

合         計
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<重要な会計方針に係る事項> 
 
（１）資産の評価基準および評価方法 

  ① 有価証券 

その他有価証券   

時価のあるもの ‥ 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

② たな卸資産 

商品の評価基準および評価方法は、最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 ‥‥ 定率法 

              ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物並びに

平成 28 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備及び構

築物については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。  

・建物     10～38 年  

・建物附属設備  8～18 年  

・機械装置      7～12 年 

② 無形固定資産 ‥‥ 定額法 

              ただし、自社利用のソフトウェア（自社利用）について

は、社内における見込利用可能期間（5 年）に基づく定

額法を採用しております。 

               

（３）引当金の計上基準 

① 賞 与 引 当 金   従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当

期に対応する見積額を計上しております。 

 ② 退職給付引当金   従業員の退職金の支払いに備えるため、当期末における

退職給付債務の見込額に基づき、当期末に発生している

と認められる額を計上しております。 
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  ③ 修繕引当金     将来の修繕費用の見込み額のうち、当期対応分の見積額

を計上しております。 

 

（４）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 


